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１．はじめに
　今日、急速な少子高齢化の進展や雇用形態の多様化が年金制度に与える影響は先進国に
共通した問題であり重要な政策課題である。しかしながら年金制度の改革は、それぞれの
国が歴史的に経験してきた年金制度の創設、変化そして発展によって異なっている。すな
わち年金制度は長期にわたる制度であり、過去の制度設計や政治的決断あるいは利害対立
の帰結として成立し、また将来の制度の方向性もそれまでの経緯に規定される。それゆえ
年金制度は経路依存性が高く政策形成や制度改革はその歴史的発展経路に依存するものと
考えられている１。
　戦後、「福祉の拡充期」といわれた1950年代から1960年代における年金の制度改革では、
公的年金の充実と安定を図ることを目標に、各国では漸進的な制度改革が行われた。しか
しながら、1980年代に入り、急速な高齢化の進展や経済成長の鈍化そして雇用形態の多様
化は年金財政を悪化させた。そこで年金財政の安定化と持続可能な年金制度の構築という
課題に対し、各国で共通してみられた政治過程が「縮減の政治」であった。この縮減政策
は公的年金の給付と拠出の調整によるコストの抑制や、公的年金の役割の低減とそれを補
完するための私的年金の拡大という「公―私」の政策空間においてみられている。
　本論文の目的は、歴史的発展経路に影響を受け形成されてきた年金体制が1980年代以降
の縮減期においていかに変化したか、年金制度改革における「公―私」の政策変容を考察
することによって明らかにすることである。そこでまず年金体制の原型といわれる「ビス
マルク型」と「ベヴァリッジ型」の２つの年金体制の特徴について概観する。次に福祉拡
充期における２つの年金体制のそれぞれの制度改革の特徴について考察する。さらに1980
年代以降の福祉の縮減期における政策変容について、ドイツ、スウェーデンそしてイギリ
スの年金改革を事例に考察する。そして最後に３カ国の年金制度改革の事例研究から「公
―私」の政策変容を３つの政策パターンに分類し、それぞれの特徴について考察する。
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２．２つの年金体制：ビスマルク型とベヴァリッジ型
　年金制度は、19世紀末から20世紀初頭にその原型が形成され２、所得維持を目的として
発展した年金制度を「ビスマルク型」、救貧的な最低限の保障を目的として発展した制度
を「ベヴァリッジ型」と呼んでいる３。「ビスマルク型」の特徴は、老齢期における所得
維持を目的とし、年金の給付は就労期の所得に比例して算出され（所得比例年金）、年金
給付の所得代替率が高い。年金制度は職域別に分立しており、労使間の合意によって成
立するため契約性が高く、そのゆえ大規模な制度改革は容易ではない。ビスマルク型では、
私的年金の拡大よりも公的年金制度の充実をはかる制度改革が行われるため単柱型の年金
体系である。ドイツ、フランス、イタリア、ベルギーなどの国々の年金制度がこのビスマ
ルク型に分類される。
　一方、「ベヴァリッジ型」は、貧困に対する防護を目的し、生活する上での最低保障の
年金が支給される。そのため公的年金の所得代替率は低く抑えられており、それを補完す
るために公的付加年金や企業年金などの私的年金が発展し、年金体系は多柱型である。イ
ギリス、スウェーデン、フィンランド、デンマークなどの国々の年金制度がこのベヴァリッ
ジ型に分類される（表１、表２参照）４。
表1　ビスマルク型・ベヴァリッジ型年金制度の特徴
ビスマルク型 ベヴァリッジ型
目的 老齢期の所得維持保障 貧困からの防御
財源 拠出金（労使） 一般財源（税金）
給付 所得比例年金 均一給付（最低保証）
年金体系 単柱型制度 多柱型制度
主要国 ドイツ、フランス、イタリア、ベルギー デンマーク、イギリス、スウェーデン、フィンランド
（出典）ジュリアーノ・ボノーリ、新川敏光（編）『年金改革の比較政治学』（ミネルヴァ書房、2004年）、序章；
伊藤　武「現代イタリアにおける年金改革の政治」『専修法学論集』98巻2006年12月、91－138、表１を参考に作成。
表２　年金制度の体系
第１柱
（公的年金）
第２柱
（職域年金）
第３柱
（個人年金）
主体 国家 社会的パートナー 雇用者 個人
第３層 ３）個人年金
第２層
ａ）所得比例年金
ｂ）付加年金
１）協約年金 ２）企業積立年金
第１層
ａ）社会扶助
ｂ）基礎年金
Note: （a）ビスマルク型年金、（b）ベヴァリッジ型年金、（１－３）私的年金（グレーゾーン）
（出典）Bernhard Ebbinghaus et.al, eds., The Varieties of Pension Governance（Oxford: Oxford University Press, 
2011）, p.10の表１．２を参考に作成、一部加筆修正。
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３．年金政策の歴史的発展（1950年代―1970年代）
　本節では戦後の福祉の拡充期（1950年代から70年代前半）におけるビスマルク型とベヴァ
リッジ型の２つの年金体制における制度改革を概観し、それぞれの体制における政策変容
について考察する。
1950年代から1970年代における年金体制の変遷
　1950年代から1960年代にかけて、先進諸国は経済成長を経験し、人々の生活も豊かになっ
た。そして経済成長によって物価が上昇し、それに伴い高齢者の年金給付額の引き上げが
必要となった。そのため給付額の増加をめぐる年金制度改革がこの時期の主な政策課題で
あった。
　ビスマルク型の年金体制の国々では、公的年金給付の充実を図る政策が行われた。例
えばドイツでは、公的年金の給付を充実させるため、1957年、キリスト教民主・社会同
盟（CDU/CSU）政権は、現役労働者賃金の上昇にあわせて年金給付額を調整する「賃金
スライド制」を導入し、従前の所得に見合う年金給付水準の維持を図った。しかしながら、
年金給付の総額が保険料収入を上回る状態が続き年金財政を圧迫したため、1958年、財
政方式をこれまでの積立方式から賦課方式に移行させた５。この賦課方式への移行により、
現役世代の所得増加分が年金受給者に配分され、公的年金の財源が確保できるようになっ
た６。またこの賦課方式の導入は「世代間契約」の理念を確立させ、この理念はその後の
ドイツの年金制度改革の骨格を規定することとなった７。そしてドイツでは賦課方式によ
る「世代間契約」の理念に基づき、私的年金の発展より公的年金を充実させる政策が行わ
れた８。
　一方、ベヴァリッジ型の公的年金は、貧困の予防や救済を目的とし、年金の給付は生活
する上での最低保障程度に抑えられていた。しかし1950年代に入り、高齢者を中心に貧困
者の数が増加したため、公的扶助の受給者が増加し財政を圧迫したことから、基礎年金を
補完する新たな制度の構築が模索されるようになった。
　スウェーデンでは1913年に国民年金制度（基礎年金）が創設されたがその給付額は低かっ
たため、1920年代後半から、国民年金制度を補う制度として、新たに公的付加年金を創設
する議論が始まった。戦後、1946年に国民基礎年金が導入されたが、国民基礎年金のみに
依存していた老齢者は生活する上で十分な水準の給付を受けることができなかった。その
ため、国民基礎年金に上乗せする形で全員が加入できる付加年金を創設する意見が、特に
協約年金（企業年金）に加入できない労働者から出された。1950年代初頭、政府により年
金委員会が設立され、同委員会は1955年、現役時代の平均収入の50％を保障する公的付加
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年金を創設することを提案した９。しかしながらこの公的付加年金の導入を巡り、大規模
な論争が起き、それはやがてこれまでにない政治闘争へと発展した。付加年金への強制的
加入を要求した労働組合を社会民主党が支持したのに対し、自由党や保守党および経営者
団体は任意加入を主張し対立した10。さらに1957年には国民投票が実施され、翌年には議
会が解散し選挙が行われた。1959年、社会民主党政権は国民付加年金法を制定し、1960年
から国民付加年金（ATP）を導入した11。この制度改革によりスウェーデンの年金体制は、
最低水準を保障した定額の国民基礎年金と所得比例の国民付加年金の二階建て制度となり、
この体制は1990年代末まで続いた。
　最低保障の給付を特徴としたベヴァリッジ型年金体制であったスウェーデンをはじめ、
フィンランド、ノルウェーそしてカナダなどでは、基礎年金に新たに公的付加年金を創設
し、公的年金の充実を図った制度改革が1950年代から1960年代に行われ、これらの国々の
年金体制はベヴァリッジ体制からビスマルク体制へと移行した。
　イギリスでは、1950年代、高齢者の貧困が深刻な問題となり、公的扶助の受給者の数が増
大し財政を圧迫した。そのため基礎年金のほかに、公的部門に新たに付加年金制度を導入
することが模索された。その際に参考にしたのが、当時議論されていたスウェーデンの所
得比例年金プランであった。労働党は1957年に国家所得比例年金制度を新たに創設するこ
とを提案し、平等主義の立場から、職域年金の増大によって発生した不平等を減少させる
ため、この公的付加年金を職域年金への加入者の増加を抑制するための制度として、また
公的年金の財源を安定化させる制度として考えた。一方、保守党はこの公的付加年金を適
用除外によって職域年金を拡大させる制度と考えた。1959年、保守党政権は国民保険法を
制定し、公的付加年金として段階的年金を創設した。1960年代に入り、職域年金への加入者
が飛躍的に増加したことにより、年金業界は次第に政策形成過程上、無視できない存在と
なったため、公的年金と私的年金のパートナーシップが次第に重視されるようになった12。
　1975年、社会保障年金法が制定され、基礎年金に新たな付加年金として国家所得比例年
金（SERPS）が1978年から導入された。この1975年の社会保障年金法は保守党と労働党
との合意によって制定したが、1970年代の高いインフレ率により、年金業界が基金の財政
的安定性を確保することが難しくなったため、国家によるインフレ保護を推奨する労働党
案に保守党が賛成したことがその合意の背景にあった。1975年の年金法では、SERPSか
ら私的職域年金に「適用除外」することを認めたが保守党は、この「適用除外」に「最低
保障年金（GMP）」制度（もしSERPSに留まっていたら受けることができる給付額と同等
の給付額を保障する制度）を設け、所得保障を行うことによって職域年金への移行を促進
させたのであった13。
　福祉の拡充期の1950年代から60年代における年金制度改革では、ビスマルク型もベヴァ
リッジ型も公的年金の充実と年金財政の安定化を図る政策が行われた。ビスマルク型では
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公的年金の所得維持を目的とした給付を安定させるためにスライド方式の変更による給付
水準の調整、財政方式の変更、支払い開始年齢の引き上げなど、パラメトリックな改革が
行われた。一方、ベヴァリッジ型は、給付水準が低かったため、高齢者の貧困が問題とな
り、新たに補足年金を創設し年金財源の安定化を図った。イギリスもスウェーデンもそれ
ぞれ基礎年金を補完する制度として公的付加年金を創設したが、それぞれ異なった政策の
アプローチをとった。イギリスの国家所得比例年金は、公的年金の財源を安定化させるこ
とと、適用除外制度によって職域年金への加入を増大させ公的年金の役割を縮小させるこ
とを目的に導入された。これに対しスウェーデンでは、国民付加年金は、基礎年金の財政
を安定させる制度として考えられ、またこの新たな公的付加年金の創設は、公的年金の高
い所得代替率を維持するための手段として考えたのであった。そのためスウェーデンの年
金体制はベヴァリッジ型から次第に所得維持の充実を目的としたビスマルク型体制へと変
容していった。
４．公的年金の縮減政策と年金体制の変遷：1980年代以降の年金
制度改革
　1980年代以降、先進諸国では少子高齢化の急速な進展、経済成長の鈍化、雇用形態の変
化などにより、年金を取り巻く環境が一段と厳しい状況になった。そのため、各国では、
福祉財政の支出を抑制する政策を遂行し、これまでの年金の拡充政策から縮減政策へと政
策を転換した。年金は長期的視野に基づく制度設計であり、世代間あるいは世代内の契約
に基づいて成り立っている制度のため、公的年金の給付の削減や拠出の引上げなどのコス
ト抑制政策や、公的年金の役割の縮小に対する私的年金の拡大（公から私への政策シフト）
など、公的年金の縮減政策は不人気な制度改革である。そのため縮減政策の実施には非難
を回避する戦略を講じる必要がある14。本節ではドイツ、スウェーデンそしてイギリスの
年金制度改革を事例に1980年代以降の年金縮減期における政策変容について考察する。
⑴ドイツ
　ドイツでは、1970年代から将来の人口高齢化に対する年金制度のあり方についての議論
が始まり、社会民主党同盟とキリスト教民主同盟の二大政党は、1977年以降、公的年金の
漸進的な縮減を行ってきた15。1980年代末、急速な人口の高齢化によって賦課方式の公的
年金の財政が圧迫され、保険料の拠出率が（1990年18.7％が2030年には36％に）上昇する
ことが予測された16。そこで1989年、キリスト教民主同盟政権（自由民主党との連立政権）
は、最大野党である社会民主党同盟とのコンセンサスを図り年金改革法（1992年実施）を
制定した。そしてネット賃金スライド制を導入し公的年金の所得代替率の水準を70％程度
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に維持することや、失業者や女性への老齢年金の支給開始年齢を段階的に65歳に引き上げ
るなどの制度改革が行われた。しかしながら、1990年代初頭、東西ドイツの統一により、
旧東ドイツにもこの年金制度改革が適用されることになったが、旧東側の経済不況や失業
者の増加、そして年金給付の急速な上昇により年金財政が再び悪化することとなった。そ
のためキリスト教民主同盟政権は再び年金制度の見直しに着手し、1996年、政府は早期退
職者に対するこれまでの恒常的な一律の給付の支給を段階的に廃止することや非拠出資格
の範囲を縮小し、そして疾病給付の削減などを計画した。これに対し社会民主党や労働組
合はこの政府の縮減政策に激しく反対したが、1997年に年金改革法が成立し1999年から新
たな制度の実施が予定された。この年金改革法の成立は、これまでの年金改革における二
大政党間のコンセンサスの終焉を意味した17。
　1997年に成立した年金改革法では、公的年金の給付算定方式に「人口統計的要素」を組
み込み、所得代替率を70％から64％に引き下げることや障害年金の早期支給開始年齢の引
き上げ、そして老齢年金の支給開始特約の廃止などが計画されたが、1998年の選挙におい
て社会民主党同盟（シュレーダー率いる「赤―緑連立政権」）が勝利したことにより、こ
れらの計画は実施には至らなかった18。
　シュレーダー政権は2001年に年金制度改革を行い、年金スライド方式によって給付水準
を下げ（所得代替率を70％から67％に引き下げ）、また将来の保険料率の上昇を抑制する
漸進的な縮減政策を実施した。しかしながら、保険料の目標（2020年までは20％を超えず、
2030年までは22％を超えないという目標）を実現することが現実的には困難であることが
わかったため、2004年に年金スライド制（経済的要因）の算定方式に人口高齢化の動向を
加味した調整率を導入し給付の抑制を図った。
　また2001年の制度改革では私的年金の拡大が行われ、公的年金の給付削減を補うため、
任意加入の個人年金である補足的老後保障制度（リースター年金）が導入された19。この
個人年金は、補助金や税制上の優遇措置を受けながら加入者は所得の一部を個人年金に貯
蓄する制度である。さらに2004年の制度改革では、自営業者を対象とした個人年金（リュー
ルップ年金）を創設し、2005年から導入された。これらの個人年金の導入は、公的年金の
役割の一部を民間に委ねることによって公的年金を縮減させる政策であり、また現役世代
に対して将来の備えとしての貯蓄を推奨する政策でもあった20。
⑵スウェーデン
　スウェーデンも他国と同様、高齢化の進展と経済成長の低迷により年金給付費が増大し
財政を圧迫した。1980年代初頭、所得比例年金の特徴である所得に応じた拠出と給付との
連動機能が低下し始めた21。1982年ごろから所得比例年金の拠出が給付を下回り始め、所
得比例の機能が低下し、所得比例年金が将来、均一型年金制度へ転化するのではないかと
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危惧された。また経済成長率の低迷による賃金水準の停滞は、現状の年金水準を維持する
ことを困難にさせていた。そのため少数与党の社会民主党政権は、1984年に年金改革に関
する検討委員会を発足させた。同委員会は1990年に最終報告書を政府に提出したが、本格
的な年金制度改革の着手には至らなかった。
　1990年代初頭、スウェーデンは歴史上深刻な経済不況と失業率の急激な増加に直面し、
年金財政がさらに悪化した。そのため1991年11月、超党派（議会に議席を有する７党）に
よる年金ワーキンググループが結成された。1994年１月、年金制度改革の骨子が５党（社
会民主党、穏健党、キリスト教民主党、中央党、自由党）の合意によって決定し、翌２月
にワーキンググループは詳細な年金制度改革案に関する報告書を公表した22。1994年の総
選挙において政権に就いた社会民主党は、拠出と給付との関係の見直し、プレミアム年金
制度（保険料の一部を個人資産運用に当てる個人年金）の導入、年金給付の削減、公的年
金保険料の労使折半などの改革案を提示した。1998年に年金制度改革法が成立し新たな年
金制度体制へと移行した。この年金制度改革法の成立の背景には、①経済不況が深刻であ
るとともに、スウェーデンの年金制度の中核である所得比例年金制度の財政問題やその制
度の所得比例性が充分に機能しなくなったこと、②政権与党は少数政党からなる連立政権
であり他党からの協力が必要であったこと、③年金ワーキンググループにはさまざまな団
体や組織が参加したこと、④スウェーデンの労働組合間（ホワイトカラー中心のTCOと
ブルーカラー中心のLO）における対立や労働組合（LO）内部の対立などがみられ、政策
形成に対する労働組合の影響力が弱かったこと、などをあげることができる23。
　1998年の改革前の年金制度は、国民基礎年金と所得比例の国民付加年金の二階建てで
あったが、1998年の改革による年金制度は、国民基礎年金をなくし所得比例年金のみの一
層型年金体系となった。また低所得者を対象とした国庫負担による最低保証年金も創設さ
れた。
　この制度改革では、経済の低成長や少子高齢化の進展により、将来、給付に必要とされ
る保険料を確保することが困難になると予想されたため、公的年金の財政方式をこれまで
の「給付建て」から「拠出建て」に変更した。これによりスウェーデンの所得比例年金は、「賦
課方式の確定拠出型年金」となった。次に所得比例年金の財源方式を「賦課方式部分」と
「積立部分」とに二分割し、保険料を18.5％に固定し、賦課方式部分に16.0％、積立方式部
分に2.5％を割り当てることとした。これにより公的年金は所得比例年金（賦課方式部分）
と強制加入の積立方式の年金（プレミアム年金）となった。
　この年金改革において最も注目すべき点は、所得比例年金の賦課方式の部分に「概念上
の拠出建て」（「概念上の拠出型年金：NDC」）を導入したことである。財源の方式は、現
役世代の拠出が高齢者の年金に割り当てられる賦課方式であるが、その現役世代の拠出額
をあたかもその個人が積み立てているように個人勘定として記録し、拠出額とその拠出額
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の市場における運用益とを合計し、将来の給付額を算定する方法である。これにより自分
の拠出負担と将来の給付額との関係が明白になり世代間の不平等を解消する仕組みとなっ
ている。また賦課方式のNDCの財政の安定化を図るため、仮に少子高齢化の進展や経済
成長の鈍化などの社会経済環境の変動により現役世代の負担が大きくなる場合は、給付側
を引き下げ、現役世代の拠出負担が大きくならないように拠出と給付のバランスを自動的
に行う「自動財政均衡機能」も導入された24。
⑶イギリス
　1980年代初頭、財政支出総額における社会保障費が膨張し、その中でも最大の支出を占
める公的年金の財政支出を削減することが保守党政権にとって大きな課題であった。そこ
で政府は1980年に社会保障法を制定し、公的年金の給付算出方法を物価スライド制のみに
変更し、年金給付の上昇を抑制させたが、財政負担の軽減には微力であった25。1983年秋、
政府は年金問題を重要な政策課題と位置づけ、公的年金の財源問題と早期離職者の年金権
の喪失問題を重要な制度改革の争点とした。また保守系のシンクタンクが提案した「ポー
タブルな個人年金」という構想が、政府内部において公的年金の縮減を補完する制度とし
て、また早期離職者の年金権を保護する制度と考えられるようになった26。1984年、社会
保障省は討議資料書『個人年金』を発表した27。この討議資料書では個人年金の導入の意
義と役割について次のように考えている。まず個人年金は、国家所得比例年金（SERPS）
に代わりうる新たな制度であり、私的年金のさらなる拡大を可能とし、公的年金を縮減す
る制度である。また職域・企業年金に「掛金建て方式」の制度を導入し年金権のポータビ
リティ性を高め、これにより早期離職者の年金問題の解決を図る。これらの制度改革によ
りSERPSや掛金建て方式の企業年金から個人年金への移管も容易になり、結果的に公的
年金の財政支出を抑制し縮減することができると考えたのであった。政府は1985年６月に
『社会保障の改革』緑書を発表した28。この緑書では、SERPSの廃止案と個人年金への強
制加入案が提示されたが、それぞれの案について政府内や省庁間（大蔵省対社会保障省）
で意見の対立が見られたため29、同年12月に『社会保障の改革』白書を発表し、SERPSの
廃止案は修正案に変更され、また個人年金への強制加入は任意加入に改められた。
　1986年に社会保障法が制定され、国家所得比例年金の給付率が縮小される一方、私的年
金部門に新たに確定拠出型制度の企業年金と個人年金が導入された。そして私的年金への
移管の奨励措置として税の優遇措置やリベート制度を導入し、国家所得比例年金から職域
年金や個人年金への移転を推奨し公的年金の縮減を図った。また同時に1986年の金融サー
ビス法の制定により、金融緩和措置政策が行われ、銀行などの金融機関や保険会社が新た
に年金市場に参入することができるようになった30。
　1990年代に入り、職域年金や個人年金への加入者が飛躍的に増加したが、この年金政策
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の公から私への政策シフトは新たな問題をもたらした。私的年金への加入者が予想以上に
増加したため、公的年金から私的年金への移行を促進させるためのリベートの費用が増大
し国家保険基金の財政を圧迫した31。また政府の規制緩和政策によって、民間の保険会社
は新たに個人年金の市場に参入できるようになったが、顧客に対し誤った情報を提供しあ
るいは不適切な契約を行ったことにより、個人年金が支払われないという個人年金の不払
い問題が発生した。さらに企業年金の基金の不正流用により基金が消滅する事件（マック
スウェル事件）も起きた。これらは私的部門において生じた問題ではあったが、公的年金
の縮減を目的とし、私的年金への移行を促進させるために行った政府の規制緩和政策にお
ける法的不備にも原因があると批判されたため、政府は1995年の年金法で私的年金に対す
る法規制の強化を図った32。その後、イギリスでは2000年代に入り私的年金制度の拡充を
図る政策が遂行され、2002年にステークホルダー年金が導入され、また雇用主が従業員に
対して私的年金プランに強制的に加入させて貯蓄させる「個人口座制度」（個人勘定年金）
が2012年に新設されている33。
表３　主要な年金制度改革の歴史的変遷（ドイツ・スウェーデン・イギリス）
創設期 1950s – 1970s 1980s - 1990s 2000s -
ドイツ 1891
労働者年金保険制
度
1913
職員年金保険制度
1957　賃金スライド制
1959
積立方式→賦課方式
（公的年金の充実）
1972　（自営業者・専業主婦）
任意加入制度
1990年代
公的年金の縮減
1996　支給開始年齢の引上
（65→67）
2001
補足的老後保障制度（任意・積立）
2007
支給開始年齢の引き上げ
1974
企業年金規制法
公的年金に統合された企業年
金の適用範囲の縮小（税制上
のメリットが小さく労働コス
トが高い）
→2002年企業年金の法規制・
税制度改革
2001年
任意加入の確定拠出型年金
（リースター年金）
2004
自営業者・個人年金
（リュールップ年金）
スウェーデン 1913
国民年金制度
1936
賦課方式
1948
基礎年金制度（AFP）
1960
国家付加年金（ATP）
1977
支給開始年齢の引下げ
（67→65）
1993
年金給付額の削減
1998
所得比例国民老齢年金
（確定給付→確定拠出）
NDC:概念上の拠出建て部分
（16.0%）
金融勘定積立部分（2.5%）
自動均衡機能の導入
1960
公的年金と私的年金（協約年
金）の改正
職域年金で確定給付型から確定拠
出型へ
2000　SAF-LO（拠出建て制度）
2007　職域年金ITP：給付建てか
ら拠出建てへ
イギリス 1908
資力調査（無拠出）
均一国家年金
1925
拠出式基礎年金
1959
段階的年金
1975
国家所得比例年金（SERPS）
1980年代
公的年金の縮小（スライド方
式の変更、給付率の引き下げ
など）
1988年
「適用除外」の対象を個人年金
に拡大
2002
国家第二年金（SERPS→S2P）
2006
支給開始年齢68
2014
一層型公的年金
1979
企業年金への適用除外制度
1988年
拠出建て企業年金
個人年金
1995年
企業年金の規制強化
2001年
ステークホルダー年金（確定拠出
型、半義務化）
2008年金法　私的年金への「自動
加入装置」導入
　（出典）筆者作成　各国の上段：公的年金、下段：私的年金
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５．「公―私」政策変容と年金制度改革—３つの政策変容
　ビスマルク型とベヴァリッジ型の２つの年金制度の歴史的変遷について、ドイツ、ス
ウェーデンそしてイギリスの主要な年金改革を事例に考察してきた。戦後から1960年代ま
での「福祉拡充期」における各国の年金制度改革は、年金制度の創設期の目的（救貧的な
最低保障制度および所得維持制度）に沿って制度改革が行われており、ビスマルク型では
公的年金のスライド方式や財政方式の変更によって公的年金の充実を図り、ベヴァリッジ
型では公的年金を補完する付加年金制度の確立によって公的年金の安定を図った。
　一方、1970年代後半から1980年代に入り、急速な少子高齢化の進展と経済の低成長によ
り、年金制度改革は「拡充」政策から「縮減」政策へと転換した。この「福祉の縮減期」
における政策変容について、ドイツ、スウェーデンそしてイギリスの年金制度改革の事例
を参考に、①パラメトリックな制度改革、②「公」から「私」への政策シフト、そして③
「公」と「私」の共存の３つの政策パターンに分け考察することする（表５参照）34。
表４　ドイツ・スウェーデン・イギリスの年金制度
ドイツ スウェーデン イギリス
公的年金
給付：所得比例方式
制度設計：給付建て
財源方式：賦課方式
財源：保険料（社会保険方式）
国民年金：18.5％（固定）
　NDC：概念上の確定拠出部分（16％）
　FDC：金融勘定制度（2.5％）
　給付：所得比例方式
　制度設計：拠出建て
　財源方式：賦課方式
　財源：保険料
国家保証年金：最低保証（税財源）
【2014年まで】
基礎年金＋付加年金の二階建て
〈基礎年金〉定額給付
〈付加年金〉原則強制加入＋適用除外
所得比例（2002年廃止）
国家第二年金
【2014年から】一層型国民年金（基礎
年金と国家第二年金から一層型年金
へ。2016年４月から施行）
私的年金
企業年金：
企業年金は年金制度全体に占める
割合が低い（全体の５％）
　確定給付制が多い
　補足的個人年金（リースター年金）
　個人年金（リュールップ年金）
　公的年金の水準低下への対応
協約年金
　ITP（ホワイトカラー）2007年から拠出建て
　SAF-LO（ブルーカラー）
団体年金
職域年金：確定拠出型・確定給付型
個人年金
ステークホルダー年金
私的年金における「自動加入装置」
（出典）「各国の年金制度」『年金と経済』第33巻第１号の「各国の年金制度」（ドイツ、スウェーデン、イギリス）
を参考に作成。
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⑴パラメトリックな改革
　公的年金の縮減政策として各国において共通してみられた改革がパラメトリックな制度
改革である。パラメトリックな改革は、現状の年金制度を維持しながら公的年金の財政支
出を縮小させるところにその特徴がある。1980年代以降の縮減期におけるパラメトリック
な改革の主な手法には、①給付水準の調整（ドイツにおける所得代替率を70％から67％に
抑制）、②保険料の上限を設定する方法（スウェーデンにおける保険料率の固定と給付引
き下げによる調整）、③支払い開始年齢の引き上げ（各国において行われた）、④スライド
方式（賃金・物価等の経済的変動や平均余命や加入者・受給者などの人口変動等を考慮し
た調整：2004年ドイツの改革）などがみられた。
⑵「公」から「私」への政策シフト
　公的年金の縮減は、それを補完する私的年金を拡充しまた依存度を高めることを意味す
る。イギリスでは、規制緩和政策によって確定拠出型企業年金や個人年金を導入し税制上
の優遇措置によって私的年金への移管を奨励した年金の民営化政策（「公」から「私」へ
の政策シフト）が行われた。この政策は公的年金を縮減させるとともに、年金制度に内在
するリスクを個人に帰属させる政策でもあった。しかしながら前述のように企業年金基金
の喪失や個人年金の不払いなどの問題がみられ、規制緩和政策を実施した政府は、私的年
金機構や自主規制監督機関に対して再び規制を強化させることになった。また2008年、イ
ギリスではすべての雇用主に対して、従業員を私的年金に加入させることを義務づけた「自
動加入装置」が導入され、私的年金のさらなる拡大がみられている35。
　ドイツにおいても公的年金の縮減による「公」から「私」への政策シフトがみられた。
2001年の年金改革では公的年金の給付水準を引き下げ、その削減を補完するものとして補
表５　1980年代以降の主要な年金改革：３つの政策パターン
改革の
度合い
政策のパターン 改革分野 内　　容
小
大
パラメトリックな改革
（主に公的年金制度の現行の枠内
における改革）
受給資格 ◯年金支給開始年齢
◯拠出期間
拠出構造 ◯保険料の上限の固定
◯給付水準の調整
受給構造 ◯年金額の算定方式
◯インデックス方式
公から私への政策シフト 確定拠出型の私的年金 ◯公的年金の縮減に対する私的年金の拡充
◯優遇措置
◯規制緩和
公と私の共存
①個人勘定（公的年金一部縮減）
②NDC（概念上の確定拠出制度）
公的年金の一部に確定拠出
方式を導入
◯公的年金の一部を個人勘定として確定拠
出型の私的年金に積み立てる
給付建て賦課方式から概念
上の拠出建て賦課方式
◯公的年金への拠出を個人勘定として累積
し記録する
（出典）筆者作成
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助金や税制上の優遇措置を受けながら自助努力で所得の一部を企業年金や個人年金に貯蓄
させる制度（リースター年金）が導入された。
⑶「公－私」の共存
　「公－私」の共存による制度改革とは公的年金の一部を私的年金（個人年金）として考
え縮減を行う方法である。この方法には次の２つのパターンがある。
　まず、公的年金の保険料（拠出）の一部を私的年金の確定拠出型年金（個人年金）に個
人勘定として拠出させ、公的年金の財政支出を削減する方法である。この制度は個人に対
し保険料の一部を確定拠出型年金に貯蓄できるという安心感を持たせることによって、公
的年金の縮減に対する非難を回避する働きを持っている。スウェーデンでは、公的年金の
保険料を賦課方式部分と積立部分とに分割し、個人年金に個人勘定として積み立てる制度
を導入した。またスウェーデンの場合、公的年金の拠出の一部を個人勘定に割り当てるた
め個人年金は強制加入であるが、ドイツのリースター年金の場合は任意加入である。ドイ
ツの公的年金は賦課方式の確定給付型の制度のため、個人年金への加入を強制的に行った
場合、現役世代は公的年金と私的年金の両方に拠出する「二重支払い」となってしまうた
め加入は任意としている。そのため政府は助成金や税制上の優遇措置によって個人年金へ
の加入を斡旋し公的年金の縮減を行うが、さらなる縮減は、公的年金のみに依存する高齢
者が貧困に陥るリスクが高まることも考えられる。
　「公－私」の共存のもう一つの政策パターンは、「概念上の確定拠出建て（NDC）」方式
を公的年金に導入する方法である。NDCとは公的年金に確定拠出型の個人勘定を導入す
る方法である。スウェーデンは1999年の制度改革で賦課方式の所得比例年金にこのNDC
方式を導入した。このNDCは、拠出額をその個人の勘定として記録し将来の給付額を現
役世代に明確し、また積立方式によってこれまでの賦課方式にみられるような世代間扶養
（世代間契約）よりも自己責任に基づいて将来の備えを貯蓄するという考えを持たせる特
徴がある。
　さらにNDC制度では財政を維持し安定させるために「自動財政均衡機能」が導入され
ている。この「自動財政均衡機能」とは、社会経済状況の変化に対して現役世代の拠出負
担を操作するのではなく、給付側で自動的に調整する方法である。例えば経済状況が悪い
場合、年金財源を安定化させるため、拠出負担を増加させるのではなく、給付率を経済の
状況に合わせて自動的に削減し調整するシステムである。また自動的に削減が行われ調整
されるため、公的年金の縮減に対する非難を回避するシステムでもある36。
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結語
　本論文では、戦後の年金政策の「公―私」の変容について、「ビスマルク型」と「ベヴァ
リッジ型」の２つの年金体制に分け考察してきた。公的年金の縮減政策は、２つの年金体
制がもつそれぞれの特色に規定され、ビスマルク型は現状の年金制度を維持した形でのパ
ラメトリックな改革を行う一方、ベヴァリッジ型は公的年金の給付水準が低いため、そ
れを補完する制度を導入するために「公」から「私」へ政策がシフトされた。ドイツで
は、公的年金（所得比例年金）の充実と安定を図った経路依存性の高い制度改革が行わ
れた。しかしながら、2000年以降、任意加入の個人年金を導入するなど次第に私的年金
を強化する制度改革が見られている37。イギリスでは、1975年に国家所得比例年金を導入
し、公的年金の財政を安定化させるとともに、適用除外制度によって企業年金等への移管
することを推奨した。さらに1986年の年金改革では確定拠出型企業年金と個人年金とが規
制緩和によって導入され、税制上の優遇措置によって私的年金へ加入を推奨し、「公」か
ら「私」への政策シフトが見られた。スウェーデンは、経路依存性から逸脱（経路離脱）
した形で年金制度改革が行われた。スウェーデンはもともとベヴァリッジ型の年金体制で
あったが、1960年に新たに国民付加年金を創設したことにより、公的年金の充実を図る政
策へ転換し年金体制は次第にビスマルク型へと移行した。そして1999年に「概念上の確定
拠出制（NDC）」制度が公的年金に導入された（イタリアも1990年代末にNDCに移行した）
が、このNDC制度（確定拠出型賦課方式の公的年金、自動財政均衡機能による非難回避）は、
これまでの既存の年金体制から逸脱した新たな年金体制を形作る制度として考えることが
でき、また今日他国においても年金制度改革の新たな手法として注目されているのである。
（付記）本研究はJSPS科研費15K03282の助成による研究成果の一部である。
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